
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

Ａ Ｂ

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、22年4月1日現在の人数である。

(3) 特記事項
・平成22年4月から平成23年3月までの間、給料の3～7％減額支給。

・平成22年4月から平成23年3月までの間、管理職手当の25％減額支給。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

２　一般行政職給料表の状況（23年4月1日現在）

（単位：円）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（23年4月1日現在）
　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

小松島市の給与・定員管理等について

給　　　　　　　与　　　　　　　費

千円

174,602

期末・勤勉手当

千円

493,499

歳 出 額 実 質 収 支

千円

人 件 費 人 件 費 率 （参考）

21年度の人件費率Ｂ／ＡＢ

国

徳 島 県

小松島市

44.3

325,607

334,253

418,565

384,184

－

351,717

243,700

327,205

343,268

299,14940.5

６　級 ７　級

289,200 320,600 366,200

５　級

397,723

２　級 ３　級 ４　級

222,900 261,900

390,100 402,500 424,600

１　級

185,800135,600

平均給料月額

309,200 356,400

平均年齢

（22年度末）

人

41,264

Ａ

給料月額

給料月額

住民基本台帳人口区　分

22年度

１号給の

区　　分

区　分

22年度

最高号給の

職員数

人

458,400

369,475

平均給与月額

（国ベース）

327,573

平均給与月額

42.3

43.1類似団体

％

15,284,239 △ 293,874 3,100,412 20.3 21.7

千円 ％千円

一人当たり

給与費 Ｂ／Ａ

367

給　　料

千円

1,313,305

職員手当 計

千円

1,981,406

（参考）市平均

一人当たり給与費

千円

5,745

千円

5,399

(H18)
97.4

(H18)
95.0

(H18)
89.7

(H23)
95.7

(H23)
96.7

(H23)
98.8

85

90

95

100

105

小松島市 類似団体平均 全国市平均
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　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成20年～22年の3ヶ年平均）。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては、前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　④福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、23年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計

　　　　したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないこ

　　　　とから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

(2) 職員の初任給の状況（23年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（23年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

○技能労務職員等の給与等の総合的な点検の実施について
１．はじめに

２．これまでの取り組みと今後の基本的な考え方

　地方公共団体の技能労務職員等の給与については、同種の民間事業の従業者に比べ高額となっているのではないかと厳しい批判があるところで
あり、地域の民間給与をより一層反映させ、住民の理解と納得が得られるものとなるよう総合的な点検を実施することが求められています。

　本市の給料表は、行政職給料表(国家公務員の行政職給料表(一)と同様で、主に一般行政職、保育士、幼稚園教諭等に適用)と現業職給料表(行
政職給料表の5級までの水準で、環境衛生センターの労務員、給食調理員等に適用)の2種類となっておりますが、上記の観点から平成22年4月に国
家公務員の行政職給料表(二)と同様の現業職給料表を導入しました。
　今後の基本的な考え方として、平成22年3月策定の小松島市行政改革「集中改革プラン」(第二幕)にもありますように、民間委託・民営化を推
進していく業務については、退職者不補充で計画的に民間委託を推進していくこととなっております。

232,100

区　　　　分

一般行政職

技能労務職

教　育　職

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

短　大　卒

大　学　卒

短　大　卒

福　祉　職

－

243,100

232,100

243,100

281,000

269,600

281,000

269,600

経験年数２０年

342,500

301,700

268,300

334,600

322,500

250,400

243,100

212,700

202,400

－

－

－

－

経験年数１０年 経験年数１５年

301,700250,400

141,900

類似団体 44.0 318,977 342,762

一般行政職

徳島県

178,800

技能労務職 高　校　卒

平均給与月額

（国ベース）

420,340

46.5

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

42.9

小松島市

徳 島 県

類似団体

46.5

公務員(Ｃ) 民間(Ｄ) Ｃ／Ｄ

区　　分

区　　　分

小松島市

うち清掃作業員

うち給食調理員

参　　　考

137,200

172,200

1.86

5,826,671

6,581,552

－

4,035,300 1.63

年収ベース(試算値)の比較

高　校　卒

大　学　卒

5,596,970 3,008,600

385,912

380,503

336,490

平均給与月額

（Ａ）

平均給与月額

（国ベース）

公　　　務　　　員

平均年齢 職員数

367,336 347,735

172,200

144,500 140,100

327,392

345,460

平均給与月額

322,040

335,068

307,30443.5

区　　　　　分

大　学　卒

小松島市

140,100

福　祉　職 161,600

－

152,800

327,984 352,062

317,947 337,925

315,287

327,443

国

－

平均年齢 平均給料月額

短　大　卒

小松島市

小松島市

うち清掃作業員

うち給食調理員

区　　　分

418,884

平均給料月額

うちその他

17

11

49.0

49.0

51.8

44.6

徳 島 県

国

類似団体

327,814

282,325

49.5 3,689 283,862

48

20

347,741 342,967

303,896 295,525

49.0 27 309,198 335,585

47.3 266

321,662

370,140 352,783

－

民　　　　　　間 参考

Ａ／Ｂ

1.44廃棄物処理業従業員

の類似職種

1.55調理士

対応する民間
平均年齢

平均給与月額

（Ｂ）

44.6

43.1

290,600

223,800

－

334,600

322,500
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（23年4月1日現在）

（注）１　小松島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

(2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

５　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

( ( ( ( ( (

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況(一般行政職)

平成18年度の給与構造改革により、従来の普通昇給と特別昇給を統合し、昇給月も毎年1月1日とし、昇給をA～Eの5段階に区分することとなって
おり、本市では昇任者を上位区分に位置づけている。

・一律支給

（22年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　

2　　級

3　　級

48

人

1　　級

勤勉手当

31

人

0.65

（22年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

2.60  月分 1.35

)月分

2.60  月分

1.45 )月分

・役職加算　　　 5～20％

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

6　　級

7　　級

・役職加算　　　 5～20％

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.45 )月分 0.65

区　分

5　　級

4　　級

・管理職加算　　10～25％・管理職加算　　23～25％

1.35  月分

国

－

 月分

)月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

)月分

・役職加算　　　 5～15％

1.45 0.65)月分

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分

（22年度支給割合）

2.60 1.35 月分

1 理事の職務又はこれと同程度の職務

2 統括監の職務

3 副部長又はこれと同程度の職務

38

人

32

40

人

課長の職務又はこれと同程度の職務

9

構成比

定型的な業務を行う職務

2 困難な業務を分掌する係長，主任の
職務又はこれと同程度の職務

困難な業務を分掌する課長補佐，主査
の職務又はこれと同程度の職務

標準的な職務内容

高度の知識又は経験を必要とする業務
を行う職務

係長，主任の職務又はこれと同程度の
職務

1 課長補佐，主査の職務又はこれと同
程度の職務

人

職員数

人

21

人

％

9.6

％

％

18.3

17.4

％

14.6

％

21.9

％

14.2

4.1

％

１人当たり平均支給額（22年度）

小　松　島　市

1,348 千円

徳　島　県

１人当たり平均支給額（22年度）

1,618 千円

9.6% 13.2%
6.1%

17.4% 11.4%

8.3%

14.6% 17.8%

23.0%

18.3% 13.7%
11.3%

21.9% 24.7%
27.4%

14.2% 15.5%
17.0%

4.1% 3.7% 7.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成23年の構成比 １年前の構成比(H22) 5年前の構成比(H18)

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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(2) 退職手当（23年4月1日現在）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当（23年4月1日現在）
千円

　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(4) 特殊勤務手当（23年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

250
住宅新築資金の貸付金回収に
直接携わる業務

１日

深夜勤務（通信業務、立哨
業務、監視業務、監督業務
及び救急業務）に従事する
職員に支給する特殊勤務手
当

市税の徴収及び差押等滞納処
分に直接携わる業務

感染症防疫作業に従事する業
務

行旅病人、同死亡人取扱作業
に従事する業務

犬、ねこ死体処理作業従事
職員に支給する特殊勤務手
当

夏期加算

降雨日でごみ収集作業加算

生活保護従事業務

未納及び滞納整理のため戸別
訪問を伴う事務に従事した日

明け渡し

清掃及び衛生作業に従事する
職員

環境衛生センター職員

深夜勤務（通信業務、立哨業
務、監視業務、監督業務及び
救急業務）

消防職員

勤務１回

半日 300

30,000

犬、ねこ死体処理作業

200

2時間未満 140

1,200

勤務１日 1,300

500

勤務１日 150

全日

　円

　％

種類

左記職員に対する支給単価

152,394

10

主な支給対象業務

5,000

１件 1,000

１人 1,000

１体 5,000

150～1,000

月額

1,000

葬祭作業に従事する職員

１体 1,000

１戸

5,000

１日 250

1,000

月額

環境衛生センター
及び葬斎場職員

消防職員

住宅家賃の徴収及び明渡し
に直接携わる職員に支給す
る特殊勤務手当

人権推進課職員

水火震災その他非常事態に
対応する職員、救急業務に
従事する職員に支給する特
殊勤務手当

生活保護従事職員に支給す
る特殊勤務手当

ケースワーカー

住宅課職員

支給実績（22年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

手当の種類（手当数）

主な支給対象職員

税務職員

ケースワーカー

手当の名称

市税の徴収及び差押等滞納
処分に直接携わる職員に支
給する特殊勤務手当

感染症防疫作業従事職員に
支給する特殊勤務手当

行旅病人、同死亡人取扱従
事職員に支給する特殊勤務
手当

30.55

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給対象地域

支給実績（22年度決算）

支給率

10,820

19.3

月額

１回

清掃及び衛生作業に自動車運
転業務を兼ね従事する職員

水火震災その他非常事態に対
応する業務、救急業務

１回

勤務１日

支給対象職員数

－

国の制度(支給率)

－

千円

定年前早期退職特例措置

（2～20％加算）

月分

月分

59.28

自己都合 勧奨・定年（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

国

23.5 月分

33.5 月分 41.34 月分

863

月分

月分

月分

59.28 月分

月分

24,642 千円

33.5

勤続35年

最高限度額

その他の加算措置

自己都合 勧奨・定年

30.55 月分

41.34

勤続20年23.5

小　松　島　市

47.5勤続35年

最高限度額

その他の加算措置

59.28

勤続20年

勤続25年

清掃、衛生作業従事職員及
び葬斎場勤務職員に支給す
る特殊勤務手当

住宅新築資金の貸付金回収
に直接携わる職員に支給す
る特殊勤務手当

１人当たり平均支給額　　　　

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

47.5

勤続25年

月分

月分 59.28 月分

59.28 月分 59.28 月分

千円

定年前早期退職特例措置

（2～20％加算）
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(5) 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（23年4月1日現在）

円

円

円

円

円

６　特別職の報酬等の状況（23年4月1日現在）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

（１期の手当額） （支給時期）

(880,000×4年×450/100)

　－(880,000×4年×450/100×5.6/100)

(703,000×4年×360/100)

　－(703,000×4年×360/100×5.6/100)

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

　　　２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額

　　　　である。

期
末
手
当

　（算定方式）

市　　　長 14,952,960退
職
手
当 9,556,301

備　　　考

　（22年度支給割合）

月分

議　　　長

180,000

市　　　長 　（22年度支給割合）

議　　　員

副　市　長 2.95 月分

391,000

230,000

474,000 円／ 200,000

545,000 円／

議　　　員 450,000 円／

副　市　長 750,000

副　議　長 417,000

259,000

（参考）類似団体における最高／最低額

660,000

任期毎

内容及び支給単価

国の制度

との異同

円／

208,079

45,893

249,000

880,000

632,700

同じ

異なる

千円同じ

940,000 円／

任期毎

扶養手当

区 分 給 料 月 額 等

31,420 千円

職員の所有に
係る住宅に居
住している職
員に支給され
る手当。

扶養親族のある職員に対して
支給される手当。
支給額は、
・配偶者は13,000円、配偶者
以外の扶養親族は6,500円
・配偶者がなく、扶養親族が
ある場合は1人目は11,000円。
・満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの間にある子
は5,000円加算。

703,000

平均支給年額

（22年度決算）

異なる内容

国の制度と

住居手当

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 38,745

手　当　名

22,660 千円

自ら居住するための住宅を借
り受け月額12,000円を超える
家賃を支払っている職員や当
該職員の所有に係る住宅に居
住している職員に支給される
手当。
・持家　2,500円(5年間)
・借家　上限27,000円

支給実績

（22年度決算）

14,135

支給職員１人当たり

251,778

145,283

－ 41,415 千円

同じ 7,700 千円

387,056

職員１人当たり平均支給年額（ 21年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（ 22年度決算）

通勤手当

交通機関利用者
最高支給限度額　55,000円
交通用具使用者
最高支給限度額　24,500円

管理職手当
管理または監督の地位にある
職員の職に応じ、定額で支給

休日勤務手当

祝日法による休日等に勤務を
命じられた場合に支給
(勤務1時間当たりの給与額に
135/100を乗じて得た額)

副　市　長

市　　　長給

料

報

酬

議　　　長 472,000

148

165

2.95副　議　長

42,756支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ）
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７　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

事務の統廃合縮小、退職者不補充

＜参考＞

人

人)

退職者不補充

＜参考＞

人

人)

事務の統廃合縮小

［ ］ ［ ］ ［ ］ ［ 0 ］

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である(教育長含む)。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（23年4月1日現在）

　

(3) 職員数の推移

（

（

（

（

（

（

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数(教育長含む)。

368404

459 448

73 73

一般行政

教育

448 441

496 496

18年

～

31歳

　
公
営
企
業
等

　
　
　
会
計
部
門

部門別

計 73 △ 4

73 73 69 △ 4

主　な　増　減　理　由

小　　計 人口10,000人当たり職員数 87.97

(類似団体の人口10,000人当たり職員数 94.86

人口10,000人当たり職員数

(類似団体の人口10,000人当たり職員数

64.71

72.43

0

△ 5363

△ 260

36

61 62

36 36

人

部門

区分 職　　員　　数

平成21年 平成22年 平成23年

対前年
増減数

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

計

教育部門

消防部門

278 270

368

396 386

375

482

36消防

普通会計計

470

公営企業会計計

3636

20年 21年 22年 23年

270 267

人人人

59歳

61

52

432

267

△ 9

～

52歳

～

△ 3

60歳56歳

計

～

55歳 以上

4 43161

▲ 50

36

人人

278

36歳

～

44歳

～

73

40歳

496

36

39歳

人 人人

47歳43歳

年度
19年

293

69

32歳

78 74

4636 50

295

73

48歳

～ ～ ～

28歳

～

65

職員数
51

人

141

375

総合計

35歳

73 69

▲ 13

0

▲ 41363

60

51歳

67

人 人人

36

50 2838

62

285 278

27歳23歳

20歳 20歳 24歳

未満

441 432

▲ 28

▲ 9

合　　　計

区　分

△ 3

267

270

％）

％）

▲ 11.5

▲ 10.4

過去５年間の増減数（率）

▲ 17.8

0.0

▲ 10.1

▲ 9.5 ％）

％）

％）

％）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成
比

%
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８　公営企業職員の状況

(1) 水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

Ａ Ｂ

Ａ Ｂ

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、23年3月31日現在の人数である。

イ　特記事項

・平成22年4月から平成23年3月までの間、給料の3～7％減額支給。

・平成22年4月から平成23年3月までの間、管理職手当の25％減額支給。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（23年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

( ( ( (

（注） (　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況は、一般行政職と同様である。

イ　退職手当（23年4月1日現在）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（23年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（23年4月1日現在）

千円

　円

　％

種類

24,642 千円

千円

　円

（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　－ 千円 22,172 千円 １人当たり平均支給額　　　　863 千円

59.28 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分

41.34 月分

勤続35年 47.5 月分 59.28 月分 勤続35年 47.5 月分

30.55 月分

勤続25年 33.5 月分 41.34 月分 勤続25年 33.5 月分

月分 勤続20年 23.5 月分

小松島市（水道事業） 小松島市（普通会計）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

・役職加算　　　 5～15％ ・役職加算　　　 5～15％

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.45 )月分 0.65 )月分1.45 )月分 0.65 )月分

2.60  月分 1.35  月分 2.60  月分 1.35  月分

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

1,437 千円 1,348 千円

１人当たり平均支給額（22年度） １人当たり平均支給額（22年度）

小松島市（水道事業） 小松島市（普通会計）

318,194 469,560

362,100 535,892

平均年齢

47.0

45.6

千円

69,905 8,885 27,300 106,090 5,584 6,443

千円 千円

17.9

22年度

86,402

千円

職員数

106,090

一人当たり

給与費 B/A

千円 千円人

区　分

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計

％

21年度の総費用に占

（参考）

－

－

－

職員給与費

区　　　分 基本給

給　　　　　　　与　　　　　　　費

－

平均月収額

める職員給与費比率

（参考）団体平均

一人当たり給与費

－職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

月分 30.55

純損益又は

19

（2～20％加算）

小松島市水道事業

団　体　平　均

事　　業　　者

千円

勤続20年 23.5

％

18.4

支給率

支給実績（22年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給対象地域 支給対象職員数

－

一般行政職の制度（支給率）

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給実績（22年度決算）

実質収支

総費用に占める

職員給与費比率

Ｂ／Ａ

22年度

576,127

千円

区　分 総費用

千円
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オ　時間外勤務手当

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（23年4月1日現在）  

円

円

円

円

(2) 旅客自動車運送事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

Ａ Ｂ

Ａ Ｂ

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、23年3月31日現在の人数である。

イ　特記事項

・平成22年4月から平成23年3月までの間、給料の3～7％減額支給。

・平成22年4月から平成23年3月までの間、管理職手当の25％減額支給。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（23年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

( ( ( (

（注） (　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況は、一般行政職と同様である。

イ　退職手当（23年4月1日現在）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額である。

24,642 千円千円 １人当たり平均支給額　　　　863 千円１人当たり平均支給額　　　　－ 千円 －

（2～20％加算） （2～20％加算）

59.28 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分

41.34 月分

勤続35年 47.5 月分 59.28 月分 勤続35年 47.5 月分

30.55 月分

勤続25年 33.5 月分 41.34 月分 勤続25年 33.5 月分

自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.5 月分 30.55 月分 勤続20年 23.5 月分

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

・役職加算　　　 5～15％ ・役職加算　　　 5～15％

小松島市（旅客自動車運送事業） 小松島市（普通会計）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.45 )月分 0.65 )月分1.45 )月分 0.65 )月分

2.60  月分 1.35  月分2.60  月分 1.35  月分

（22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

1,380 千円 1,348 千円

小松島市（旅客自動車運送事業） 小松島市（普通会計）

１人当たり平均支給額（22年度） １人当たり平均支給額（22年度）

327,797 518,39246.3

平均年齢 基本給 平均月収額

320,654 520,93447.6小松島市旅客自動車運送事業

区　　　分

団　体　平　均

事　　業　　者

千円 千円 千円

24,840 112,522 6,251 6,255

（参考）団体平均

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計 給与費 B/A 一人当たり給与費

29.9 32.4

区　分 職員数 給　　　　　　　与　　　　　　　費 一人当たり

376,684 ▲ 29,899 112,522

Ｂ／Ａ める職員給与費比率

千円 千円 千円 ％ ％

総費用に占める （参考）

職員給与費比率 21年度の総費用に占

691 千円 40,674

千円766

220,292

千円

千円

千円

255,200

扶養手当 一般行政職と同じ

（22年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

（22年度決算）

88 千円

平均支給年額

2,644 千円

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額（ 22年度決算）

1,554

同じ

同じ

通勤手当

一般行政職と同じ

403,875一般行政職と同じ

一般行政職と同じ

管理職手当 同じ

同じ

住居手当

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 963

職員１人当たり平均支給年額（ 21年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価

141

3,231 千円

千円 千円

18 65,915 21,767

22年度 人 千円

区　分 総費用 純損益又は 職員給与費

実質収支

22年度
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ウ　地域手当（23年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（23年4月1日現在）

千円

　円

　％

種類

オ　時間外勤務手当

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（23年4月1日現在）  

円

円

円

円

－ 　円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給実績（22年度決算） － 千円

千円

千円

支給実績（22年度決算） －

－

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） －

1,006 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

手当の種類（手当数） －

千円

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ） 15,611

職員１人当たり平均支給年額（ 22年度決算） 976

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 16,095

職員１人当たり平均支給年額（ 21年度決算）

同じ

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （22年度決算） 平均支給年額
一般行政職
の制度との
異同 （22年度決算）

3,346 千円 209,125

177,429

通勤手当 一般行政職と同じ 同じ 749 千円 44,047

住居手当 一般行政職と同じ

管理職手当

扶養手当 一般行政職と同じ

1,242

409,500

千円

一般行政職と同じ

同じ

同じ 819 千円
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